
局 部 課

3 年度

9

10

実績をもとに目標を設定。

12

活動指標 単位
実績 目標

目標値 5 5 5

実績値 5

養成した応急手当普及員は指導者として応急手当講習を開催することができるため、消防職員を派遣せずに応急手当講習受

講者数の増加に繋げることができるため。

達成率

回

令和6年度 令和7年度 令和8年度

100% 100%

5

4

6 事業の対象

主な支出先 医師、資器材管理供給業務を委託する業者等

10,000 10,000 10,000目標値 10,000

点検対象年度（堺市基本計画2030）

7

5

・救急搬送を必要とする市民（約93万人※堺市、高石市、大阪狭山市）

・就業中救急救命士及び救急隊員（322名）

・応急手当についての講習を受講可能な10歳以上の市民（約86万人）

対象数 単位

ー

8

事業内容

・救急需要増加に対応する搬送体制を強化する。

・救急隊員の質の向上のため症例検討会、集中講義を開催し、講師を務めた医師等に対して謝礼金を支払う。

・救急需要に対し即応できる体制を整備するため、使用する救急活動用消耗品を一元管理する資器材管理供給業務を委託す

る。

・市民に対し応急手当についての講習を実施し、市民による応急手当の実施率を向上させ、救命率向上に繋げる。

※国・府の基準より上回って実施

した内容
―

事業の目的

・救急需要に対し即応できる体制を整備する

・救急隊員及び救急救命士の活動の質を向上させる

・応急手当講習受講者数を増加させる

令和8年度　事務事業評価シート（1）

[ 令和7年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

事務事業名 救急活動事業 事業番号 090-030

担当部署名 消防局 救急部 救急課・救急ワークステーション

―

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ ⑵かかりつけ医から高度医療までつながる地域医療体制の充実

無 現状値 ― 目標値

Ⅰ．基本情報
事業の位置付け

1

堺市基本

計画2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ①地域医療体制の充実

2

寄与

する

KPI

有・無

公民連携・協働事業 ―

堺市SDGs

未来都市計

画

2021-2025

有

施策

との

関連

指標名

―

有 取組 健康寿命延伸に資するサービスの社会実装

3.8

事業の概要

―

年度

―

消防組織法・救急救命士法

12

ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット有・無

有・無 指標名

関連計画

ー

目標値

実績値 13,222 14,276

143%

事業の成果や活動実績の測定

11

実績 目標 目標

応急手当講習受講者数 人

成果指標 単位

達成率

Ⅱ．事業目的の達成状況

令和6年度 令和7年度

目標値の設定根拠・算出方法 実績をもとに目標を設定。

当該指標を選定した理由

132%

令和12年度 

当該指標を選定した理由

応急手当普及員講習の開催

応急手当講習受講者数を増加させることによる市民の応急手当実施率の向上が救命率向上に繋がるため。

―

実施根拠

―事業開始年度

寄与

する

KPI 無 現状値

事業の実施主体 本庁

令和点検対象年度（堺市基本計画2030）

目標値の設定根拠・算出方法

令和8年度



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

■ 高い

□ 低い

■ 高い

□ 低い

0

0

令和8年度

59,978

当初予算

令和8年度　事務事業評価シート（2）

900

R7

令和7年度

単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

②

決算

18

・応急手当に関する講習は、ほぼ人件費のみで開催可能であり、費用対効果が高い事業である。また、市民の応急手当普及員を育成することは、人件費をかけ

ずに講習実施回数及び講習受講者数を増加させることが可能で、極めて費用対効果が高いと言える。

・症例検討会、集中講義を通じて、全救急隊の活動の質を向上させることは、地域医療体制の充実や健康寿命延伸に寄与するもので、医師謝礼金のみで実

施できていることからも費用対効果の高い事業であった。

上記①にかかる年間経費

単位

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

0

0

決算

741

506506

決算

0

13,222

R7 決算

R8 予算

3,424

3,200

R7 決算

予算

予算

予算

決算

741
備品購入費

R7

うち

一般財源
事業費

40,614

3,330

63,30856,929

（単位：千円）

50,306

3,200

56,554

0

3,050 3,060

0 0

1,646

71,499

53,449 66,653

0 R7

235

R7

予算

R8

R7 決算 0

3,354R8

235 R8

29,291 29,291

R7

199

22,598

決算 199

需用費

報償費

13

令和6年度

予算 335

予算 26,022

一般財源

R8

年間経費 (ｃ)=(ａ)+(ｂ) 57,169 58,154

人件費  （ｂ）

年度

事業費の内訳

令和7年度

その他

府支出金　 5,031

16

事

業

費

内

訳

項　　　目

0

0

R8

R8

年度項　　　目
うち

一般財源
事業費

決算 24,223 20,800

予算

R7

335

救急業務支弁金 3,205 1,645

0

救急活動事業 事業番号 090-030

項　　　目
令和5年度

決算 当初予算 決算決算

事務事業名

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

Ⅳ．事業の効率性

応急手当講習受講者数

費用対効果に係る所見

Ⅴ．評価

・救急隊員及び救急救命士の活動の質を向上させたことは、地域医療体制の充実や健康寿命延伸に寄与した。

・救急需要に対し即応できる体制整備を行ったことは健康寿命延伸に寄与した。

・市民が応急手当に関する講習を受講し、応急手当の実施率向上を図ったことは、健康寿命延伸に寄与した。

900千円

1,927

講習に必要な消耗品費及び人件費。

予算

R8

26,874

R8

使用料及び賃借料

3,354

26,874

R8

応急手当講習受講者数（令和3年度実績4,653人、令和7年度実績14,276人）を増やすことで応急手当の実施率向上が図れ、健康寿

命延伸に寄与できている。また、年々増加傾向にある救急需要（令和3年中救急出場件数55,316件、令和7年中救急出場件数70,247

件）に対し即応できる体制整備を行えており健康寿命延伸に寄与できている。

単位当たり経費

17

63③

人

委託料

0

68

予算

区　　分

役務費
R7 決算 1,927

必

要

性

0 0

市債

3,423

受益者負担金(使用料、手数料等）　

0

54,119 55,094 68,299 53,729

0

財

源

内

訳

国支出金 5,269 0 0

事業費  (a)

20

① 14,276

令和6年度

令和3年度からの実績等を踏まえた事業の必要性・有効性に係る所見（前年度の事務事業評価で点検対象年度を令和7年度とした事業のみ記載）

算出についての説明等

有

効

性


